
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度  事 業 報 告 書
令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 JCPFP
1 事業の成果

令和 3年度は「Withコ ロナ」の生活スタイルが定着する中、セミナーや相談などを本格的に再開する
ことができた。セミナーについては、さいたま新都心における地元密着型のセミナーや専門学校でのFP
の授業のほか、千代田区九段生涯学習館において区民自主企画講座として投資信託の連続講座を実施 し

た。相談事業は、陸上自衛隊朝霞駐屯地でのライフプラン相談会 (全 10回)にすべて参加 し、住宅ロー
ンや相続、不動産など幅広い分野の相談を引き出すことができた。8月 に相談促進のため、企業向け福

利厚生サービス提供会社であるいイーウェルが主宰する45歳以上の会員向けオンラインサロン (ネクス

テージクラブ)に出店したところ非常に反応が良かった。残念ながら12月 末でサロンが終了となってし
まったが、退職を控えた会社員のライフプランに対するニーズが大きいことを改めて認識した。また、
前年度に出版した書籍『 FPのための失敗しない独立開業プラン』によつて独立希望者から問い合わせが

増え、2022年 1月 に懸案であった独立支援講座を開催することができた。令和 3年度の活動を足掛かり
として、消費者の様々なニーズに応えられるよう、セミナー・相談会の実施や能力の高い独立FPの養成
に尽力していきたい。

2 事業の実施に関する事項

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千円)

消費者の金融知

識向上のための

講演会,講座の

開催事業

専門学校の学生対象のFP

技能検定対策講座、企業か

らの依頼によるライフプラン

セミナー、一般消費者向け
マネーセミナーの開催

通年 企業、

専門学校、
セミナー会場
など

8名 専門学校生

退職を控えた

企業従業員、
一般消費者

1,091

消費者 に対する

FP相 談会 の開
催、相談者として

のFPの紹介など
FP相 談推進事
業

陸上自衛隊の退職前研修受

講者向け相談会への参加、
イー ウェル会員か らの相
談、ホームページ等を通じ
て申し込みのあつた相談者
へのFP紹介

通年 陸上自衛隊朝
霞駐屯地、
法人事務所
など

5名 自衛官
一般消費者

355

ファイナ ンシヤ

ル・プランナーの

実務能力を高め

る研修 等 による

教育事業

FP向 け研修会の実施 通年 オンライン 7名 会員
FP資格者

81

ファイナンシャ

ル・プランナーの

実務支援事業

ホームページを通じた情報
提供、独立FPおよび開業
を目指すFPの支援
会員FPが 自主開催するセ
ミナーヘの支援

通年 法人事務所

会員FPの事務
所

3名 会員

FP資格者

58

ファイナ ンシャ

ル・プランニング

の実務に関する

書籍の発行によ

る広報事業

実施していない

0

(2)そ の他の事業  実施 していない。
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令和3年度  活動計算書

令和 3年 4月 1日 から令和4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 JCPFP
(単位 :円 )

科
日

】 金 額

経常収益
1 受取会費
個人会員受取会費
法人会員受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
消費者の金融知識向上のための講演会,講座の
開催事業

消費者に対するFP相談会の開催、相談者として
のFPの紹介などFP相談推進事業

ファイナンシャルプランナーの実務能力を高める研
修等による教育事業

ファイナンシャル・プランナーの実務支援事業

ファイナンシャル・プランニングの実務に関する書
籍の発行による広報事業

5 その他収益
受取利息

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
(1)人件費
人件費計
(2)そ の他経費

外注費
イベン ト費
会場費
広告宣伝費
その他
その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
人件費計
(2)そ の他経費
外注費
接待交際費
会議費
旅費交通費
通信費
事務消耗品費
支払手数料
地代家賃
租税公課
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計
Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

614,000
540.000 1,154,000

2,000,000
0

791,630

6

3 945 636

2 502 738

2,000,000
0

365,990

165,000

190,000

70,640

0

6

0

1,585,537

7 01

0

0

896,122
0

158,270
464,000
67.145
1.585.537

0

360,000
0

0

0

18,480
0

142,721
396,000
0

917.201

0

0

1,442,898

0

1,442,898
0

1,442,898
246.756
1.689.654

※今年度はその他の事業を実施していません。



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表

令和 4年 3月 31日現在

特定非営利活動法人JCPFP

〈単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金

普通預金

普通預金

流 動 資

みずほ 浜松町

みずほ 浜松町

産 合 計

2 固定資産
差入保証金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
借入金

未払費用

預 り金

流 動 負 債 合 計

計負  債  合

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

11,773

352,428

2,010,633

30,000

630,000

30,000

55,180

2,374,834

30,000

2,404,834

715,180

715,180

246,756

1,442,898

1,689,654

2,404,834
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令和 3年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 JCPFP

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よって
います。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし。

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし。

(3,引 当金の計上基準
該当なし。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし。

(6)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

(単 円 )

科 目
消費者のため
の講演会開催
事業

FP相談推進
事業

FPの実務能
力を高める教
育事業

FP実務支援
事業

FP実務
に関する

書籍の発
行による
広報事業

事業部門計 管理部門 合計

Ａ

〉

0

0

0

990

0

０

０

０

０

０

００

0

0

0

190,000

0

′
■０́

0

0

0

791,630
0

1,154,000
2,000,000

0

0

6

1,154,000
2,000,000

0

791,630

6

365,990 165,000 190,000 70,640 791,630 3,154,006 3,945,636

625,688
0

102,270
354,000

9,240
0

0

0

0

0

0

0

0

４
●

，
“ 43

′
４

Ｕ^
Ｏ

〉

0

0
＾
υ

25,000
0

56,000
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

305
0

0

0

0

0

0

Ｒ

）

（
Ｖ

896,

158,

464,

48,

18,

122

0

270
000

840

0

305
0

0

0

0

0

0

360,

18,

142,

396,

000

0

0

0

0

0

0

0

480
0

721

000
0

1,256,122
0

158,270
464,000

48,840

0

18,305
0

18,480
0

142,721

396,000
0

1,091,198 355,434 81,000 57,905 1,585,537 917,201 2,502,738

1,091,198 355,434 81,000 57,905 1,585,537 917,201 2,502,738
-725,208 -190,434 109,000 12,735 -793,907 2,236,805 1,442,898

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
人件費計
(2)その他経費
外注費

イベン ト費

会場費

広告宣伝費

書籍資料購入ヨ

接待交際費

会議費

旅費交通費

通信費

事務消耗品費

支払手数料

地代家賃

租税公課

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使途等が制約された寄附金等の内訳

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳
円)

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

特にありません。

該当な し。

該当なし。

該当なし。

科 目 期首残高 当期借入
630,000 630,000
630,000 630,000合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内役員及び

近親者 との

取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

当期
=置
三[期玉□亘∃



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和3年度 財産目録

令和4年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 JCPFP

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1 流動資産
現金預金

現金

普通預金

普通預金

流 動 資
2 固定資産
差入保証金

固 定 資

みずほ 浜松町

みずほ 浜松町

産 合 計

産 合 計

計資  産  合

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
借入金

未払費用

預 り金

流 動 負 債 合 計

計

産

負  債  合

正 味 財

11,773

352,428

2,010,633

30,000

630,000

30,000

55,180

2,374,834

30,000

2,404,834

715,180

715,180

1,689,654



書式第 18号 〈法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (口

「

■年重において役員であつたことがある全員の氏名及び0所又は居所エ
びにこれらの者についての前事彙年度における薇目の有無を

“

菫した名簿)

特定非営利活動法人JCP FP

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
図各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役  名
(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 理事

イノウエ ノボル
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

日

日井上 昇

2 理事

ミムラ アキラ
令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日村 明

3 理事

t)J =:., '?i l
令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日中西 誠

4 理事

ヨシダ ヨンコ

令和3年 3月 1日

～令和4年3月 31日

日

日吉田 美子

5 理事

マサハン ナホミ
令和3年 4月 1日

～令和4年3月 31日政橋 奈保美

6 理事

マツザキ マサキ
令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日

曰

日松崎 真樹

7 理事

ウダカ エリコ
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

日

日
宇高 えり子
(田川 えり子)

8 監事

アミノ タカシ

網野 俊
令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日

日

日

9 理事・監事 以下余白
年  月  日

■=  月   日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年:  月   日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

ヽヽ｀`
ミ

ヽ、＼ミ

ヽヽ｀`
ミ

/

/年

曰

日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人JCPFP

氏    名

1 井上 昇

2 三村 明

3 中西 誠

4 政橋 奈保美

5 松時 真樹

6 田川 えり子

7 網野 俊

8 伊勢谷 暁

9 田代 美由紀

10 木滝 大輔

11

12


